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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第49期まで連結子会社であったKokusai Chart Corporation of Americaが平成20年１月に清算結了となり、

当企業集団における子会社がなくなりましたので、第50期より連結財務諸表を作成しておりません。 

５．第49期以前においては連結財務諸表を作成していたため、キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませ

ん。よって、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活

動によるキャッシュ・フロー」ならびに、「現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高」については記載

しておりません。  

回次 
第50期

第３四半期 
累計期間 

第50期
第３四半期 
会計期間 

第49期

会計期間 
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日 

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日 

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日 

売上高（千円）  2,331,261  719,192  3,196,394

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 35,575  △15,788  95,618

四半期（当期）純利益（千円）    59,500  9,180  23,634

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  －  376,800  376,800

発行済株式総数（千株）  －  6,000  6,000

純資産額（千円）  －  1,849,536  1,897,585

総資産額（千円）  －  3,320,455  3,455,787

１株当たり純資産額（円）  －  308.26  316.27

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額（円） 
 9.92  1.53  3.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  9  －  18

自己資本比率（％）  －      55.7  54.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 266,575  －  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △57,732  －  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △146,457  －  －

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（千円） 
 －  329,582  －

従業員数（人）  －    160  185

－1－



 当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 160  (45)

－2－



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当第３四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当第３四半期会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が10%以上の相手先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門別 
当第３四半期会計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

計測事業（千円）   411,596

情報事業（千円）   192,078

自動認識その他事業（千円）   7,612

合計（千円）  611,287

事業部門別 受注高（千円） 受注残高（千円）

計測事業  492,124  49,168

情報事業   208,407  54,846

自動認識その他事業   6,087  2,263

合計  706,618  106,278

事業部門別 
当第３四半期会計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

計測事業（千円）   507,327

情報事業（千円）   202,385

自動認識その他事業（千円）   9,478

合計（千円）  719,192
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 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第３四半期会計期間は、精密紙加工技術及びIT利用技術を駆使した製品の開発・販売、製造原価低減のため

の生産体制の改革等に注力いたしました。 

  

事業別の状況は次のとおりです。 

計測事業は、海外を中心としたIT利用技術を駆使した販売戦略の徹底や新市場開拓等に取り組んでいます

が、世界的な景気減速の影響もあり、予想の水準を下回りました。 

情報事業は、受注価格の低価格化や競争の激化など厳しい事業環境ではありますが、コスト削減活動と大

口不採算JOBの選別受注活動に取り組みました。その結果、不採算JOBの売上分は減少したものの、採算面で

は効率的な大手顧客開拓を進めることが出来ました。 

自動認識その他事業では、高品質・低価格のFAラベル事業の本格的立上げに向け注力してまいりました。

業績への本格的な寄与は来期以降を予定しています。 

  

この結果、売上高は719百万円、営業損失は9百万円、経常損失は15百万円、四半期純利益は9百万円となりまし

た。なお、当社の売上高は、顧客の構成上、第１四半期と第４四半期に集中する傾向が強いため、第２四半期及

び第３四半期の売上高の通期売上高に対する比率は低くなる傾向があります。また、当四半期会計期間に固定資

産売却による特別利益27百万円を計上したことにより、四半期純利益を確保しております。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは80百万円の収入となりました。その主な要因は、減価償却費52百万円、

賞与引当金の減少63百万円、売上債権の減少33百万円、仕入債務の増加46百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは7百万円の支出となりました。その主な要因は、無形固定資産の取得によ

る支出4百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは82百万円の支出となりました。その主な要因は、長期借入金の返済によ

る支出30百万円、配当金の支払52百万円等であります。  

以上の結果、当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期会計期間末に比べ9百万円減

少し、329百万円となりました。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、14百万円であります。 

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

－4－



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  

－5－



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（千株） 

普通株式  20,000

計  20,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（千株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（千株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  6,000  6,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

単元株式数100株

計  6,000  6,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 
 －  6,000 －  376,800  －  195,260

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

－6－



当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

なお、単元未満株式に自己株式60株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

（６）【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    5,999,800  59,998

「（１）株式の総数

等②発行済株式」に

記載のとおりであり

ます。 

単元未満株式 普通株式       200 － 同上 

発行済株式総数  6,000,000 － － 

総株主の議決権 －  59,998 － 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  384  424  460  504  495  482  430  410  429

最低（円）  352  370  403  421  445  430  305  345  380

－7－



  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

   該当事項はありません。 

(2) 退任役員 

  該当事項はありません。 

  

(3）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役  

専務執行役員 

情報端末ソリューシ

ョンセンター長 

取締役 

常務執行役員 

情報端末ソリューシ

ョンセンター長 

齋藤 恒夫   平成20年10月１日 

取締役  

専務執行役員 

ＭＡソリューション

センター長 

取締役 

専務執行役員 

情報端末ソリューシ

ョンセンター長 

齋藤 恒夫   平成20年12月１日 

－8－



第５【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社を有しておりませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 329,582 267,196

受取手形及び売掛金 567,250 703,893

商品及び製品 87,760 123,727

仕掛品 21,198 15,152

原材料 61,191 64,943

その他 120,178 56,610

貸倒引当金 △548 △493

流動資産合計 1,186,613 1,231,029

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,540,178 1,534,803

減価償却累計額 △925,005 △892,793

建物（純額） 615,172 642,009

構築物 115,508 115,508

減価償却累計額 △79,779 △77,671

構築物（純額） 35,728 37,836

機械及び装置 1,828,476 1,813,459

減価償却累計額 △1,601,908 △1,576,849

機械及び装置（純額） 226,568 236,610

車両運搬具 4,435 4,435

減価償却累計額 △4,269 △4,221

車両運搬具（純額） 166 214

工具、器具及び備品 333,938 322,443

減価償却累計額 △272,210 △279,643

工具、器具及び備品（純額） 61,727 42,799

土地 881,366 881,366

有形固定資産合計 1,820,730 1,840,837

無形固定資産   

ソフトウエア 82,697 137,893

その他 16,170 9,736

無形固定資産合計 98,867 147,629

投資その他の資産   

その他 215,896 237,844

貸倒引当金 △1,652 △1,553

投資その他の資産合計 214,243 236,291

固定資産合計 2,133,841 2,224,758

資産合計 3,320,455 3,455,787
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 429,721 407,187

短期借入金 90,000 120,000

関係会社短期借入金 100,439 50,319

未払法人税等 2,409 6,862

賞与引当金 － 41,131

役員賞与引当金 911 6,814

その他 156,805 151,708

流動負債合計 780,286 784,024

固定負債   

長期借入金 80,000 140,000

退職給付引当金 579,555 599,289

その他 31,076 34,888

固定負債合計 690,632 774,177

負債合計 1,470,918 1,558,202

純資産の部   

株主資本   

資本金 376,800 376,800

資本剰余金 195,260 195,260

利益剰余金 1,276,970 1,325,469

自己株式 △29 △29

株主資本合計 1,849,001 1,897,499

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 535 86

評価・換算差額等合計 535 86

純資産合計 1,849,536 1,897,585

負債純資産合計 3,320,455 3,455,787
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 2,331,261

売上原価 1,478,760

売上総利益 852,500

販売費及び一般管理費 ※  810,914

営業利益 41,585

営業外収益  

受取利息 36

受取配当金 453

受取手数料 1,305

その他 857

営業外収益合計 2,652

営業外費用  

支払利息 3,019

為替差損 4,869

その他 773

営業外費用合計 8,662

経常利益 35,575

特別利益  

固定資産売却益 27,298

特別利益合計 27,298

特別損失  

固定資産処分損 1,838

特別損失合計 1,838

税引前四半期純利益 61,035

法人税、住民税及び事業税 1,534

法人税等合計 1,534

四半期純利益 59,500
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 719,192

売上原価 457,999

売上総利益 261,192

販売費及び一般管理費 ※  270,656

営業損失（△） △9,463

営業外収益  

受取配当金 287

受取手数料 430

その他 74

営業外収益合計 792

営業外費用  

支払利息 973

為替差損 5,884

その他 260

営業外費用合計 7,117

経常損失（△） △15,788

特別利益  

固定資産売却益 27,298

特別利益合計 27,298

特別損失  

固定資産処分損 1,808

特別損失合計 1,808

税引前四半期純利益 9,700

法人税、住民税及び事業税 519

法人税等合計 519

四半期純利益 9,180
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 61,035

減価償却費 151,733

固定資産売却損益（△は益） △27,298

固定資産処分損益（△は益） 1,838

貸倒引当金の増減額（△は減少） 154

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,131

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,902

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,734

受取利息及び受取配当金 △489

支払利息 3,019

売上債権の増減額（△は増加） 133,733

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,673

仕入債務の増減額（△は減少） 22,534

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,377

その他 △30,984

小計 270,804

利息及び配当金の受取額 489

利息の支払額 △2,730

法人税等の支払額 △1,987

営業活動によるキャッシュ・フロー 266,575

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △45,446

有形固定資産の売却による収入 4,100

無形固定資産の取得による支出 △12,015

投資有価証券の取得による支出 △80

その他 △4,289

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,732

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,119

長期借入金の返済による支出 △90,000

配当金の支払額 △106,577

財務活動によるキャッシュ・フロー △146,457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,386

現金及び現金同等物の期首残高 267,196

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  329,582
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第３四半期累計期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

(1) たな卸資産の評価に関する会計基準の

適用 

  「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を第１四半期会計期間から適用し、

評価基準については、原価法から原価法

（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）に変更し

ております。 

 これにより、当第３四半期累計期間の

売上総利益、営業利益、経常利益及び税

引前四半期純利益は、それぞれ924千円減

少しております。 

(2) リース取引に関する会計基準等の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度

委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以後開始する事業年度

に係る四半期財務諸表から適用すること

ができることになったことに伴い、第１

四半期会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処

理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産の減価償却の

方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 これによる損益への影響はありませ

ん。 
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 該当事項はありません。 

  

 当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 前事業年度末（平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期累計期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

固定資産の減価償却費の算定

方法 

 定率法を採用している資産については、

当第３四半期累計期間を含む事業年度に係

る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

（四半期損益計算書関係） 

  

  

当第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

給料 千円297,349

従業員賞与手当 千円86,839

役員賞与引当金繰入額 千円911

退職給付費用 千円37,784

販売費に属する費用 ………………約 ％ 60

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 40

当第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

給料 千円97,562

従業員賞与手当 千円56,702

退職給付費用 千円12,385

販売費に属する費用 ………………約 ％ 60

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 40
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 千円329,582

現金及び現金同等物 千円329,582
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当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式           千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）  

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係） 

6,000

0

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  53,999  9 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金 

平成20年10月27日 

取締役会 
普通株式  53,999  9 平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

当第３四半期会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。  
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 著しい変動が認められないため記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前事業年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 308.26円 １株当たり純資産額 316.27円

当第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 9.92円 １株当たり四半期純利益金額 1.53円

 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
当第３四半期累計期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純利益（千円）  59,500  9,180

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  59,500  9,180

期中平均株式数（千株）  5,999  5,999

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 

 平成20年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………53,999千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………９円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月８日 

  （注） 平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月３日

国際チャート株式会社 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 菅原 邦彦   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 海老原 一郎  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 渡辺 雅子   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際チャート株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、国際チャート株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




